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１ 仙台市マンション管理適正化推進計画の位置づけ 

１ 仙台市マンション管理適正化推進計画の位置づけ 

 

１-１ 策定の背景・目的 

一つの建物を多くの人が区分して所有する分譲マンション（以下、「マンション」といいます。）は、

所有者の共同生活に対する意識の違い、多様な価値観や考えを持った所有者間の意思決定の難しさ、居

住・賃貸・事務所など利用形態の混在による権利・利用関係の複雑さ、建物構造上の技術的判断の難し

さなど、建物を維持管理していく上で、多くの課題を有しています。 

さらに、本市におけるマンションの供給は昭和 40 年代から始まっており、今後、建築後相当の期間

の経過したマンションが急増していくものと見込まれる中、マンションの高経年化とともに進む、所有

者の高齢化や経済状況の変化により、管理活動の停滞や建物維持に必要な資金の不足（いわゆる「二つ

の老い」）に悩むマンションが増加していくことが予想されます。 

このようなマンションが、適切に維持管理されないまま、老朽化が著しく進行した場合、居住環境の

悪化はもちろんのこと、その規模ゆえに、近隣住民の生命・身体への被害、地域の環境悪化を生じさせ

るなど、社会的にも深刻な影響を引き起こす可能性があります。 

本市には、現在、およそ 1,500 棟余りのマンションが立地し、地域社会や都市空間を構成する要素と

して、重要な位置を占めてきており、仙台市のまちづくりを進めていく上で、マンションの適正な維持

管理の更なる推進が重要な取り組みの一つとなってきています。 

このような認識のもと、マンションの管理の適正化に関する目標や、適正な管理のあり方を明確に示

したうえで、本市によるマンションの管理の適正化に向けた取組みを、より積極的かつ計画的に実施し

ていくことを目的として、この度、「仙台市マンション管理適正化推進計画1」を策定することとしまし

た。 

 

 

 

 

 

  

                                                   
1 「マンションの管理の適正化の推進に関する法律」（平成 12 年法律第 149 号）が令和 2 年 6 月に改正さ

れ、国が定める「マンションの管理の適正化の推進を図るための基本的な方針」を基本とし、マンション

の管理適正化を効果的に推進するための計画である「マンション管理適正化推進計画」を、地方公共団体

が地域の実情等に応じて独自に策定できると定められました。 



 

- 6 - 

 

１ 仙台市マンション管理適正化推進計画の位置づけ 

１－２ 計画の位置づけ 

 

本計画は、住宅分野に関する市の基本計画である「仙台市住生活基本計画」を上位計画とし、「マン

ションの管理の適正化の推進に関する法律（平成 12 年法律第 149 号。以下、「マンション管理適正化

法」といいます。）に基づき定めるものです。 

 

仙台市基本計画

住生活基本法

住生活基本計画
【全国計画】

マンション建替円滑化法2

マンション管理適正化法

マンションの管理の
適正化の推進を図る
ための基本的な方針

仙台市住生活基本計画

仙台市マンション管理適正化

推進計画

地域防災計画

耐震改修促進計画

都市計画マスタープラン

支えあいのまち推進プラン

空家等対策計画

防 災

住環境

福 祉

･･･

連 携

･
･
･

関
連

区分所有法1

 

※1 区分所有法：建物の区分所有に関する法律（昭和 37 年法律第 69 号） 

※2 マンション建替円滑化法：マンションの建替え等の円滑化に関する法律（平成 14 年法律第 78 号） 

 

 

１－３ 計画期間 

 

 令和４（2022）年度から令和 12（2030）年度までの 9 年間を計画期間とします。 

 また、今後のマンションを巡る社会情勢等の変化に対応するため、概ね 5 年を目途に振り返り、必要

に応じて計画の見直しを行います。
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２ マンションを取り巻く現状と課題 

２ マンションを取り巻く現状と課題 

２－１ マンションの現状 

(1) マンションストックの状況 

本市における住宅供給は、およそ 62%が共同住宅型となっており、一つの建物に複数の居住者が

住まう形態が主流となってきています。 

さらに、そのうちマンションストック（持ち家共同住宅）は、平成 30（2018）年時点で 63,800

戸あり、持ち家全体のおよそ 27%を占めており、本市において、マンションは市民の主要な住居の

所有形態の一つとなっているといえます。 

資料：平成 30 年度住宅・土地統計調査 

なお、本市におけるマンションの供給は、1960 年代後半から始まり、1990 年代には年間 60 棟

超ものマンションが供給されるなどにより、令和 3（2021）年時点で、1,500 棟ほどのマンション

が立地しています。 

また、築 40 年を超えるマンションは 169 棟（全体のおよそ 11％）ありますが、令和 12

（2030）年には 475 棟とおよそ 2.8 倍に増加する見込みです。

 

資料：仙台市マンションデータベース 
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２ マンションを取り巻く現状と課題 

(2) 区分所有者の状況 

平成 30（2018）年時点において、65 歳以上の持ち家世帯主の割合はおよそ 46％に上っていま

すが、国の調査（マンション総合調査）によれば、マンションに居住する区分所有者の永住意識が

増加しており、本市においても、今後さらに区分所有者の高齢化が進行していくことが予想されま

す。 

資料：平成 30 年度住宅・土地統計調査 

 

 

資料：平成 30 年度マンション総合調査 
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２ マンションを取り巻く現状と課題 

(3) 管理組合運営における将来の不安 

本市が令和 2（2020）年度に実施したアンケート調査のうち、調査項目「管理組合運営における

将来の不安」において、「区分所有者の高齢化」や「居住者の高齢化」、「建物の老朽化」など経年

的な課題に加え、「管理組合の担い手不足」や「管理組合活動に無関心な区分所有者の増加」など、

維持管理活動の持続に関する課題を抱えるマンションが、築年数が増加するにつれて高くなる結果

となりました。 

また、建物維持に必要となる「修繕積立金」の不足を不安として回答したマンションが現在 36％

に上っており、将来、適正な維持管理の実施ができなくなるマンションが出てくることが懸念され

ます。 

 

資料：令和 2 年度仙台市マンション管理実態調査 
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２ マンションを取り巻く現状と課題 

２-２ マンションに対する課題認識 

本市の状況を踏まえて、マンションに対する課題認識を、以下の二つの視点で整理します。 

(1) 都市環境の視点 

【マンション管理組合を主体としたマンションの適正管理の推進】 

本市において、マンションの高経年化と区分所有者の高齢化は確実に進行しており、また、マン

ションの維持管理に不安や課題を抱えるマンションも現れ始めています。 

一方、マンションを適正に維持管理してく上では、「建物に関する専門的な知識の不足」や「建

物維持に要する費用の持続的な確保」、そして「区分所有者間の合意形成の困難さ」など、管理組

合が主体性をもって取り組まなければならない課題が山積しています。 

適切な維持管理が行われないまま、周辺地域へ悪影響を及ぼすような状態になるマンションの発

生を防止するためには、マンション管理組合の状況に応じた適切な支援の更なる推進や、必要に応

じた、より積極的は働きかけが必要になります。 

また、将来起こりうる課題の解決に向けて早期から取り組めるよう、マンション管理の必要性や

適正な管理の在り方に関して、区分所有者の理解を深める取り組みが必要です。 

 

(2) 安全・安心の視点 

【マンションの防災力の向上】 

本市は、平成 23（2011）年の東日本大震災の際にマンションで生じた様々な問題等を踏まえ、

地震発生時の建物維持に必要なマンションの耐震化の取り組みに加えて、マンション内での助け合

いの体制づくりや町内会等地域団体との連携等による、マンションの防災力の向上に取り組んでき

ています。 

近年は、地震に加え、風水害による被害も激甚化する傾向にあり、自主防災組織の結成や防災マ

ニュアルの作成等の防災対策の実施や、円滑な避難行動のためのコミュニティづくりなど、マンシ

ョンの防災力向上に向けた取組みの更なる推進が必要です。 

資料：令和 2 年度仙台市マンション管理実態調査 
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２ マンションを取り巻く現状と課題 

２－３ 課題解決に向けた取組みの方向性 

上述の課題の解決に向けた、本市の取り組みの方向性を示します。 

(1) 「仙台市マンション管理適正化指針」の策定 

マンションの管理は管理組合が主体となって行うものですが、適正な管理を行うためには、区

分所有者それぞれが管理の重要性を認識し、管理の基本的なルールなどについての正しい知識を

もったうえで、積極的に管理組合活動に参加することが基本となります。 

そのことから、管理組合がマンションの管理を主体的に実施していくための指針として、区分

所有者が理解しておくべきマンションの管理の基本的なルールや、管理組合の適正な運営のあり

方を、「仙台市マンション管理適正化指針」として、本計画に定めます。 

(2) 管理組合による主体的なマンションの維持管理の推進 

マンションの維持管理に関する課題解決に向けた管理組合の取り組みを支援するため、「仙台市

マンション管理適正化指針」に基づき、管理組合の状況に応じて、マンションの管理に関する専門

家による適切な助言・指導が行えるよう、関係団体との連携を強化し、相談体制の充実や効果的な

情報発信に取り組みます。 

(3) 管理状況に課題のあるマンションへの働きかけ 

本市が実施した調査において、管理組合運営に課題を抱え、将来、適正な維持管理が困難になる

ことが予想されるマンションが一定数把握されています。また、未回答のマンションの中には、も

ともと区分所有者がマンションの管理に関心がなく、管理組合の活動自体が行われていないものも

あると予想されます。 

このようなマンションに対しては、管理組合が、自ら適正な維持管理に取り組める体制づくりが

できるよう、本市から直接管理組合に働きかけを行うなどの、より能動的な支援に取り組みます。 

 

なお、働きかけの対象となるマンションは、マンションの高経年化の進行により、今後も増加し

ていくことが懸念されます。マンションの「二つの老い」を未然に防止するためにも、マンション

の管理状況調査や、関係団体と連携した情報収集を定期的に実施していきます。 

  

(4) マンションの防災力向上の推進 

東日本大震災の教訓から、マンションによる自主防災活動は、安全安心な住まいの実現につなが

るとの考えのもと、引き続きマンションの防災力向上に向けた支援や啓発に取り組みます。 
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３ 仙台市マンション管理適正化指針 

３ 仙台市マンション管理適正化指針 

この指針は、区分所有者全員で構成する管理組合が、主体的にマンションの適正な維持管理を行っ

ていく上で、基本となる管理の在り方を示すものです。 

なお、本市がマンション管理適正化法（以下、「法」といいます。）第五条の二に基づいて実施する

助言、指導等の判断基準の目安や、第五条の四に基づいて管理計画を認定する際の基準を併せて示し

ます。 

 

 

----------------仙台市マンション管理適正化指針---------------- 

 

 

１ 個人資産であるマンションの管理の在り方 

マンションは区分所有者それぞれの資産の集合体です。 

マンションを良好な状態に保ち、さらにはニーズに合わせて設備等の

グレードを向上させるなどにより、その居住価値・資産価値を維持・向

上することが、マンションの「管理」の目的です。 

なお、マンションの管理が適正に行われていないと、自らが居住する

場としてはもちろんですが、ライフステージの変化に伴う、賃貸や売

却、さらには相続のための資産としての活用も困難になります。 

マンションを適正に維持管理していくためには、まず、そのことを、

区分所有者一人一人が十分認識することが必要です。 

また、マンションには、区分所有者それぞれが所有する「専有部分」

と、区分所有者が共同で所有する「共用部分」があります。 

このうちの「共用部分」は一人一人が自由に管理できるものではな

く、ルールを定め、意志の統一を図り、それぞれの役割を決めたうえ

で、共同で管理を行うことになります。この「共用部分」および敷地の

管理を行う区分所有者全員で構成する団体が「管理組合」です。 

管理組合は、マンションを共同で維持管理する上で必要なルールと、

快適な共同生活を送るために必要な居住者間のルールを定めた「管理規

約」と、「総会で決議された管理に関する事項」に基づき、マンション管

理を行っていく主体ですので、その一員である区分所有者は、マンショ

ンの居住価値・資産価値の維持・向上に向けて、管理規約や総会の決議

等を十分に理解したうえで、積極的にその活動に参加し役割を果たして

いくことが大切です。 

 

積極的にその活動に参加し役割

を果たしていくこと 

法第５条第２項に「マンション

の区分所有者等は、マンション

の管理に関し、管理組合の一員

としての役割を適切に果たすよ

う努めなければならない」と定

められています。 

共用部分 

専有部分以外の建物の部分およ

び専有部分に属さない建物の付

属物をいいます。 

さらに、廊下、階段、エレベータ

ー室および建物躯体等の共用部

分を「法定共用部分」、集会所や管

理事務室等、規約により共用する

ことと定めた共用部分を「規約共

用部分」といいます。 

（区分所有法第 4 条） 

なお、バルコニーやテラス、専用

庭等、特定の区分所有者の使用が

認められている共用部分は「専用

使用部分」といいます。 

総会 

区分所有法において、マンショ

ンの管理における重大な事項

（規約の設定・変更、共用部分

や敷地の管理に関する事項等）

を、多数決原理に基づき決定す

る場とされる「集会」を指しま

す。  
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２ 社会的資産であるマンションの管理の在り方 

良好な市街地環境や良質な住宅ストックの形成を目指す本市のまちづ

くりを進めるうえでは、マンションを「社会的資産」として捉え、管理

組合による適正な維持管理の推進を図っていく必要があります。 

そのことから、社会的資産であるマンションの維持管理を行うにあた

って、管理組合が求められる３つの視点を次のとおり定めます。 

 

 マンションの社会的価値の持続・向上  

マンションはその建物規模ゆえに、建物の不適切管理が周辺の環境に

与える影響は大きなものとなります。例えば、大規模な地震が発生した

場合、耐震性不足のマンションであれば建物自体が倒壊してしまった

り、管理が十分に行われていなかったため外壁が剥がれ落ちてしまった

りする恐れがあります。そして、こうした人命にかかわるような被害

を、マンションの居住者だけにとどまらず、周辺にまで及ぼしてしまう

かもしれません。また、老朽化が著しくなれば、周囲の美観を損ねてし

まうことにもなりかねません。このような、マンションの管理に直接関

係のない周辺地域に悪影響を及ぼしてしまうことを「外部不経済」とい

います。 

マンションの管理組合は、マンションの適正な維持管理が、その居住

価値・資産価値の維持・向上だけを目的とするのではなく、外部不経済

の発生防止という社会的な要請でもあることを理解したうえで、長期的

な視点を持って、主体的にマンションの適正な日常管理や修繕工事を計

画的に実施していく必要があります。 

とくに、旧耐震基準で建設されたマンションにおいては、必要に応じ

て耐震性確保のための改良工事等を実施し、建物の安全性を確保するこ

とが求められます。 

 

 管理の主体となる管理組合の体制維持・強化  

管理組合が、マンションの適正な維持管理を効果的に行っていくため

には、区分所有者全員が管理に参加できる組織づくりが必要不可欠で

す。そのためにも、その体制や運営のルールについて、「総会の決議」に

より、管理規約に定めておくことが大切です。 

一般的なマンションにおいては、マンションの管理に関する日常業務

の執行機関として「理事会」、監査機関として「監事」を置き、多様な価

値観を持った区分所有者の意見を反映しながら、マンションの管理に関

修繕 

経年により劣化した建物・設備

を、新築当初の水準まで回復させ

ることをいいます。 

旧耐震基準で建設されたマンシ

ョン 

昭和 56 年 5 月 31 日以前に確認

通知書（現確認済証）を受けて建

設されたマンションをいいます。 

理事会 

管理規約の定めにより、総会にお

いて「理事」として、一般的には

輪番制で選任された区分所有者

により構成されます。⇘ 
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する事柄を決める最高意思決定機関として「総会」を設けて、管理組合

によるマンションの管理を行っています。 

執行機関である理事会は、区分所有者の代表として、会計事務やマン

ション内の問題の解決、管理会社等とのやり取りなどの業務を積極的か

つ誠実に行っていくことが求められます。 

一方、マンションの高経年化とともに区分所有者や居住者の高齢化が

進む、いわゆる「マンションの二つの老い」が進行することにより、管

理組合の収支状況の悪化とともに、役員のなり手不足などにより管理組

合の執行機関である理事会運営が滞り、マンションの管理を適正に行う

ことができなくなってしまうことが懸念されています。 

このような状況にならないよう、理事会は、広報誌等を活用して理事

会の審議内容やマンションで起きている問題に関する情報を発信した

り、清掃や設備見学会など、区分所有者が参加できる管理活動を企画す

ることなどにより、役員以外の区分所有者のマンション管理に対する関

心を高める取り組みを継続的に行っていくことが大切です。さらには、

理事会の下に部会や委員会を設け、管理組合の中にネットワークを構築

するとともに、区分所有者ではない居住者等が組合活動に参加できるよ

うな仕組みづくりも検討してくことが求められます。 

 

 良好なコミュニティ形成  

マンションは同じ建物を区分して共用する集合住宅なので、戸建て住

宅以上に、さまざまな意向を持つ区分所有者同士の関係に慎重な配慮が

望まれます。 

さらに、マンションの管理は区分所有者の合意に基づき進められるも

のであるため、マンションを適正に管理していくためには、区分所有者

間の合意形成を円滑に進めていけるよう、良好なコミュニティを形成す

ることが重要です。 

また、良好なコミュニティは、自然災害が発生した場合の助け合い

や、高齢者や子どもたちの安全や防犯にも配慮した見守りの体制づくり

など、住環境としてのマンションの質の向上にもつながります。 

相隣関係等に配慮を要するマンションであるからこそ、集まって住む

ことのメリットを享受できるような良好なコミュニティ形成に向けて取

り組むことが大切です。 

とくに、近年自然災害が頻発する状況になっており、地震のみならず

風水害等の災害によるインフラ等の機能障害に備えたマンションの防

管理者 

区分所有法第 26 条第 1 項にそ

の権利と義務が規定されていま

す。一方、資格の規定はなく、

個人や管理会社などの法人さら

には区分所有者以外でも「管理

者」になることができますが、

集会の決議によって選任されて

いる必要があります。 

区分所有法第 26 条第 1 項 

「管理者は、共用部分ならびに

各区分所有者の共有に属する建

物の敷地及び付属施設を保存

し、集会の決議を実行し、並び

に規約で定めた行為をする権利

を有し、義務を負う」 

⇘  

選任された理事は、理事長、副理

事長、会計担当理事などの役割を

互選により決定します。 

なお、理事会で互選を受けた理事

長は「管理者」としての役割を担

うのが一般的です。 

また、理事と、監査役として同

じく総会にて選任される「監

事」を合わせて、「管理組合役

員」といいます。 



 

- 11 - 

 

３ 仙台市マンション管理適正化指針 

災・減災に対する体制づくりは重要度を増しています。一方、区分所有

者や居住者の高齢化や空室の増加などが進むと、マンションだけでは十

分な体制づくりが難しくなってくることが予想されるので、日頃から、

町内会などの地域団体との共助の体制づくりについても取り組むことが

求められます。 

 

３ マンションの管理に関して留意すべき事項 

個人資産さらには社会的資産として、管理組合が主体的にマンション

の管理を行っていく上で留意すべき事項を以下に示します。 

(1) 管理規約 

管理規約は、マンションの管理や使用に関する基本的事項を定めるも

ので、マンション管理の最高自治規範であり、「マンションの憲法」とも

いわれています。 

マンションの管理を円滑に進めるためには、区分所有法の定めに則

り、マンションの実態及び区分所有者の意向を踏まえ、適切な管理規約

を作成する必要があります。さらに、管理規約を運用する上で必要とな

る手続きや使用方法等の細部の規定を使用細則や運用細則（以下、「細

則」といいます。）として定めておくことも重要です。 

管理規約や細則は、マンションの状況の変化や法令等の改正に合わせ

て、「マンション標準管理規約」等を参考に、その内容の見直しについて

の検討を適宜行う必要があります。 

なお、管理規約や細則に違反する行為は、区分所有者間のトラブルや

組合運営の悪化に直結しますので、違反行為の抑止のためにも、違反行

為の是正に向けた勧告、指示、必要な場合の法的措置等について、管理

規約や細則に明確に定めておくことが重要です。 

また、管理規約や細則は、区分所有者はもちろんのこと、その家族等

や部屋を借りて使用している方（以下、「居住者等」といいます。）もそ

の内容を理解し、それを遵守しなければなりません。 

 

(2) 管理組合の運営 

管理組合の自立的な運営は、区分所有者全員が参加し、その意見を反

映することにより成り立つものです。そのため、管理組合の運営は、長

期的な見通しを持って継続して業務にあたれる体制とするとともに、情

報の開示、運営の透明化などに留意し、開かれた民主的なものとする必

部屋を借りて使用している方 

区分所有法第 6 条第 3 項に規定

される「占有者」をいいます。 

継続して業務にあたれる体制 

業務の継続性が確保できるよう、

役員の任期や業務の引継ぎ方法

など、実情を踏まえて、適切に定

めておくことが大切です。 
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要があります。 

管理組合の執行機関である理事会は、マンションの管理の目的が達成

できるように、法令等を遵守し、区分所有者の代表として、総会の決議

を実行し、また管理規約で定めた行為を行うなど、誠実にその職務を執

行しなければなりません。特に、年 1 回の開催が規定されている、マン

ションの管理に関する事項の決定や決算や予算、事業の報告、役員選任

等を行う総会の開催にあたっては、総会に諮る議案について区分所有者

が適切な判断を行い、意見を述べ、議決権を行使することができるよ

う、事前に必要な資料を整備したうえで、定められた正式な手順を踏む

必要があります。 

なお、区分所有者並びに居住者等は、管理規約や細則と同様、総会で

決議された事項を遵守しなければなりません。 

また、通常の管理業務である管理費等の納入状況や委託業者への支出

の確認、住民からの要望等への対応など、管理組合としての意思決定を

適切かつ迅速に進めていくためにも、さらにはコミュニティの活性化の

ためにも、理事会は月 1 回程度の頻度で開催することが望ましいといえ

ます。 

さらに、管理組合の運営を開かれた民主的なものとするとともに、区

分所有者の管理に関する関心を高めるためには、理事会で話し合われた

ことや決められたことについて、広報誌や掲示板等で積極的に発信する

取り組みや、区分所有者や居住者等がマンションの管理に参加すること

ができるイベント等を企画、開催することなども有効です。 

 

(3) 共用部分の範囲、用法及び負担の明確化 

マンションの維持管理を行うにあたり、専有部分と共用部分の境界の

解釈や、共用部分である専有使用部分の管理に要する費用負担に関して

トラブルが生じることが多いことから、あらかじめ、管理組合の管理す

る共用部分の範囲及びその管理に要する費用を、管理規約や細則に明確

に定めておくことが重要です。 

なお、駐車場に関しては、その使用方法や保管責任について細則に定

めるとともに、駐車場台数が不足する場合には、違法駐車対策のほか利

用者の選定に関するルールを明確に定め、適正な利用と使用料に関する

公平性を確保することが重要です。 

 

 

年 1 回の開催が規定 

区分所有法第 43 条において、管

理者はその事務に関する報告

を、「集会」において、毎年 1 回

以上報告することが義務付けら

れています。  



 

- 13 - 

 

３ 仙台市マンション管理適正化指針 

(4) 管理組合の経理 

管理組合はマンションの共用部分を管理する役割を担いますが、それ

には当然費用が発生します。 

そのため、区分所有者は、マンションの共用部分を日常的に維持管理

するための費用である「管理費」と、計画的に行われるマンションの計

画修繕工事等特別な管理に要する費用である「修繕積立金」を、通常は

共有持分割合（専有部分の床面積の割合）に応じて、納めることになり

ます。 

なお、「管理費」と「修繕積立金」の使途は異なるもので、特に、修繕

積立金は計画修繕工事の実施や不慮の事故等に備えるものであるため、

帳簿上、この二つの費目を明確に区分して管理する必要があります。 

また、管理費や修繕積立金はマンション管理に欠かすことのできない

ものなので、管理組合口座の記録や管理業者から提出される月次報告書

によりその納入状況を毎月確認し、滞納が発生した場合は、なるべく早

い時期から、管理規約等の定めに従い対応することが必要です。 

さらに、会計に関する帳票類の作成、保管および区分所有者等への閲

覧について管理規約にあらかじめ明確に定めておくことにより、経理の

透明性を確保する必要があります。 

 

(5) 長期修繕計画の作成及び見直し等 

マンションの建物や設備の老朽化・劣化は避けることができません。

一定以上の劣化が進んでしまうと、その補修や修繕に係る費用が大きく

なってしまうため、マンションの快適な居住環境を効率的に維持してい

くためには、劣化した部分を計画的に修繕し、元の水準まで機能を回復

する必要があります。そのため、管理組合は、日常的な維持管理に要す

る費用に加えて、おおよそ 25～30 年程度先までに見込まれる修繕工事

の内容、おおよその時期、概算の費用等を明確にするために、「長期修繕

計画作成ガイドライン」を参考に、長期修繕計画を作成し、その計画に

基づいて、修繕に必要な費用を修繕積立金として、毎月積み立てておく

必要があります。 

なお、長期修繕計画はあくまで計画であり、建物や設備の劣化状況や 

物価の変動など不確定な事項を含んでいるため、適切な計画修繕を実施

していくためには、建物の調査・診断を含めた定期的な計画の見直しが

必要となります。 

見直しを行う際には、その時点での建物や設備の劣化状況を把握する

長期修繕計画作成ガイドライン 

P● 参照 

計画修繕工事 

建物および設備の状態を良好に

保つための管理費から支出され

る経常的な補修工事ではなく、長

期修繕計画に基づいて計画的に

実施する修繕工事をいいます。 



 

- 14 - 

 

３ 仙台市マンション管理適正化指針 

ことが必要となりますが、日常点検や「定期報告制度」に規定される法

定点検の結果、経常的な補修工事及び過去の計画修繕の実施記録を活用

することが有効であり、その記録や設計に関する図書の整理・保管およ

び閲覧について、あらかじめ管理規約に明確に定めておくことが重要で

す。 

長期修繕計画の作成・見直しにあたっては、理事会は、区分所有者が

その内容について十分理解できるよう、事前に説明会等を開催した上

で、総会に諮るよう配慮する必要があります。 

また、生活様式や社会環境の変化等に対応して建物および設備の性能

向上を図る改良工事や、地震、風水害などの自然災害発生に備えて建物

の安全性向上を図る改修工事についても、長期修繕計画の中に盛り込

み、計画的に実施していくことが、マンションの居住価値・資産価値の

向上には必要となります。 

なお、将来または喫緊の修繕積立金不足が判明した場合は、速やかに

修繕積立金の積立状況および修繕を先延ばしにすることのリスクを管理

組合内で共有するとともに、修繕工事の優先順位や管理費会計の見直し

など不足分を充当でき得る手段、融資の活用、さらには修繕積立金の増

額等について、区分所有者個々の状況を確認しながら、早急に対応策を

検討し、合意形成を図る必要があります。 

さらに、長期修繕計画が、修繕積立金の段階的な増額や一時金の徴収

など、将来の負担増を前提とする計画であった場合、増額等をしようと

する際に合意形成ができず、必要な修繕ができなくなってしまう恐れが

あるため、計画期間に積み立てる修繕積立金を均等にするよう、見直し

を行うことも重要です。 

なお、建築後相当の期間が経過したマンションにおいては、長期修繕

計画の検討を行う際には、必要に応じ、建替え等についても視野に入れ

て検討することが望まれます。建替え等の検討にあたっては、その過程

を区分所有者に周知させるなど透明性に配慮しつつ、各区分所有者の意

向を十分把握し、合意形成を図りながら進める必要があります。 

計画修繕工事の実施にあたっては、複数者への見積り依頼や、必要に

応じて、事業者による実施計画の説明会を開催することにより、事業者

の選定に係る意思決定の透明性を確保しながら、利益相反に注意して進

める必要があります。 

特に、計画修繕のうち工事規模や費用が大きく、期間も長期にわたる

大規模修繕工事の実施においては、管理組合の負担も大きくなることか

定期報告制度 

建築基準法第 12 条の規定に基づ

き、建築物が安全で適切に使用さ

れているか、専門技術者による定

期的な調査・検査結果を報告する

制度です。 

大規模修繕工事 

外壁補修工事を含む、建物の全体

又は複数の部位について行う大

規模な計画修繕工事で、「長期修

繕計画作成ガイドライン」におい

ては、12～15 年周期で実施する

ものとされています。 

先延ばしにすることのリスク 

建物や設備の劣化が進めば進む

ほど、その復旧に係る費用負担は

大きくなります。 
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ら、事前の建物状況の診断・調査に基づき、大規模修繕工事に関する統

計データおよび専門家による支援を活用するなど、より慎重な事業者選

定が求められます。 

(6) 外部専門家の活用 

管理組合運営に関する法令や経理、長期修繕計画の作成及び見直しな

ど、マンションの管理には専門的な事項が多いため、区分所有者の知識

だけでは対応が困難な場合もあります。しかし、管理組合として適時適

切な対応をしていくためには、判断を先送りにせず、仙台市の支援制度

や国や関係団体による相談窓口を活用し、マンション管理士等専門的知

識を有する者（以下、「外部専門家」といいます。）に対して、相談、助

言、指導その他の支援を積極的に求めることも必要です。 

また、第三者的立場での助言者としての活用ではなく、外部専門家を

管理組合の役員として選任し、直接管理組合の運営業務を行ってもら

う、といった更に進んだ活用を検討する場合は、外部専門家による独断

専横的行為や利益相反取引等により管理組合の利益が損なわれるような

トラブルを防止するため、外部専門家の選定方法や管理組合による業務

監視、権限の制限等について、「外部専門家の活用ガイドライン」を参考

に、事前に管理規約や細則に定めておくことが必要です。 

とくに、外部専門家が発注に係る権限を持つ場合、発注先選定プロセ

スの透明性確保や取引の制限などのルールは重要な事項となります。 

 

(7) 管理業務の外部委託 

マンションの共用部分の管理は本来、管理組合自らが実施するもので

すが、管理組合だけですべての業務を行うことは困難であり、大部分の

マンションにおいて、管理に関する業務の全部又は一部を第三者である

管理会社に委託する「業務委託方式」が採用されており、マンションを

購入した時点で、既に管理会社が決まっている、というのが一般的とな

っています。しかし、あくまでマンションの管理の主体は管理組合であ

り、どの管理会社に業務を委託するのか、どこまで業務を任せるのか、

それを決めるのは管理組合の権限ですので、その点を踏まえたうえで、

管理組合と管理会社の双方が、その合意した契約内容またはマンション

の状況について常に共通の認識を持ち、対等な立場において良好な関係

を構築することが重要です。 

そのためにも、管理会社と委託契約または契約更新をする際は、委託

業務の範囲や責任分担に関するトラブルが生じないよう書面又は電磁的

更に進んだ活用 

執行機関である理事会の弱体化、

いわゆる「役員のなり手不足」の

進行や、マンションの高層化・大

規模化等による管理の高度化・複

雑化という課題への対応の一つ

として、組合員ではない外部専門

家が、役員や管理者に就任できる

とする場合の規定例等を整備す

る標準管理規約の改正が平成 28

年に行われています。 

業務委託方式 

令和 2 年度実態調査によると、

仙台市内のマンションのおよそ

93%がこの方式を採用していま

す。 

一方、管理組合が、会計手続き

や総会等の運営、建物の整備・

点検業務の手配等すべての管理

業務を行う方式を「自主管理方

式」といいます。 

外部専門家の活用ガイドライン 

P● 参照 

管理会社に委託する業務 

「マンション標準管理委託契約

書」第 3 条によると、委託する主

な内容は以下の通りです。 

1 事務管理業務 

① 基幹事務（会計、出納、維持修

繕に関する企画調整） 

② その他（理事会・総会支援、各

種検査報告・届出、図書の保

管） 

2 管理員業務 

3 清掃業務 

4 建物設備管理業務 
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方法をもって管理委託契約書を相手方と取り交わすことが重要です。 

なお、理事会は、管理委託契約書の内容が不明な場合や「マンション

標準管理委託契約書」と異なる場合には、その理由等について相手方に

確認するなど、管理委託契約書が管理組合にとって不利になっていない

か十分確認する必要があります。 

なお、認識の違いから管理会社とのトラブルが生じないよう、区分所

有者それぞれが、管理会社が行う業務を理解しておく必要があります。 

マンション管理業者には、新規契約または更新時に、説明会を開催し、

重要事項を説明する書面を配布することが義務付けられています。こう

した機会を活用し、理解を深めていくことが大切です。 

そのうえで、理事会は、管理会社が行う業務の月次報告等を活用し、

主導的にマンションの管理を行うとともに、委託内容が正しく履行され

ていないなどの問題が生じた場合には、速やかに管理会社にその解決を

求めるとともに、なお解決が図られない場合は、管理会社が所属する団

体にその解決を求める等の措置をとることも必要となります。 

なお、新たに管理委託を検討する場合や管理会社の変更を検討する場

合には、理事会は事前に複数者から委託費や管理実績などの必要な資料

を収集し、区分所有者にその情報を公開するとともに、候補となる管理

会社による説明会を開催するなど、管理組合として適正な管理会社選定

がなされるように進めることが重要です。 

 

(8) 良好な居住環境の維持及び向上 

マンションの資産価値や良好な居住環境を維持するためには、建物の

維持保全や安全性の向上はもちろんのこと、区分所有者や居住者等同士

のコミュニケーションを活性化させることでマンションの安全性、防犯

性の向上を図る取り組みを行うことが重要です。 

そのため、理事会は、緊急修繕や専有部分への立ち入りなど、災害等

の緊急時を想定した管理規約上の取り決め、共用部の火災保険への加入

のほか、マンション内での防災活動の基本となる防災マニュアルや避難

や安否確認の際に必要となる居住者名簿の作成、マニュアルに基づく防

災訓練の企画・実施、防災や防犯対策に関する情報提供、さらには高齢

者や子供たちの安全を見守る体制づくり等、区分所有者や居住者等が全

員で防災・減災や防犯に取り組むことができる仕組みづくりを行う必要

があります。 

特に、高齢化の進行や空室の増加などを課題とするマンションにおい

マンション管理業務委託契約書 

P● 参照 

電磁的方法 

令和 2 年に、法第 73 条第 3 項に

新たに規定されたもので、法第

44 条の登録を受けている管理会

社（「マンション管理業者」といい

ます。）であれば、管理組合の管理

者等又はマンションの区分所有

者等の承諾を得た場合に限り、書

面によらず契約できることにな

りました。 
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ては、安全安心な居住環境の形成に向けて、町内会などの地域コミュニ

ティとの連携についても取り組むことが望まれます。 

さらに、防災・減災、防犯はもちろんのこと、価値観の違いにより発

生するトラブルの防止や組合運営に必要な合意形成の円滑化などの観点

からも、マンションにおけるコミュニティ形成は重要なものであり、管

理組合として、良好なコミュニティの形成に積極的に取り組むことが重

要です。 

一方、マンションのコミュニティ育成に資する防災・防犯活動やマン

ションおよびその周辺の環境美化活動など、その経費に見合ったマンシ

ョンの資産価値の向上がもたらされる活動は、管理組合の業務として認

められるものですが、マンション内のクラブやサークル活動、お祭りな

ど、いわゆる自治会活動の経費に管理費を充てる場合には、理事会は、

区分所有者の意見を踏まえ、マンションの管理と自治会活動の範囲・相

互関係を整理しておくことが必要です。 

なお、マンション内の自治会費や町内会費を管理費等と一緒に代行し

て徴収する場合は、自治会等への加入は強制ではなく、各区分所有者、

居住者等独自の判断であることを理解したうえで、それらの費目を区分

経理するとともに、代行徴収に係る負担の整理を行う必要があります。 

 

(9) その他配慮すべき事項 

マンションが団地を構成する場合には、各棟固有の事情を踏まえつ

つ、全棟の連携をとって、全体としての適切な管理がなされるように配

慮することが重要です。 

複合用途型マンションにあっては、住宅部分と非住宅部分との利害の

調整を図り、その管理、費用負担等について適切な配慮をすることが重

要です。 

また、管理組合は、個人情報保護法に規定される個人情報取扱事業者

にあたりますので、組合員名簿や居住者名簿の作成・保管・利用等にあ

たっては、個人情報保護法に違反しないよう十分に留意する必要があり

ます。 

また、管理組合及び区分所有者は、マンションを購入しようとする方

に対して、管理規約、細則、管理委託契約、長期修繕計画等管理に関す

る事項についての情報の提供に配慮する必要があります。なお、購入し

ようとする方も、これらの情報に留意するとともに、マンションの管理

の重要性を十分に認識することが求められます。 

自治会 

参加者相互の親睦や福祉、助け合

い等を図ることを目的としたマ

ンション居住者で構成する団体

で、マンションの管理を目的とす

る管理組合とは異なる団体です。 

また、その団体への加入は、強制

ではなく、各居住者の独自の判断

です。 

なお、「町内会」は自治会と同じ目

的の団体ですが、マンションを含

む地域の住民で構成される点が

異なります。 

代行徴収に係る負担の整理 

管理費等の未収世帯の自治会費

を管理組合で負担してしまって

いる場合があります。 

この状態を解消する方法には下

記の方法が考えられます。 

① 自治会等からの請求書から、

未収世帯分の自治会費を控除

して自治会に支払う。 

② 自治会等からの請求書通りに

支払う一方で、管理組合の決

算において未収計上を行う。 
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４ 助言、指導等を行う際の判断の基準の目安・管理計画を認定する際の基準 

本市が、法第五条の二に基づき行う管理組合の管理者等に対しての助言、指導および勧告を行う際

の判断基準の目安と、法第五条の四に基づき行う管理計画を認定する際の基準を、以下に示します。 

 

助言・指導・勧告を行う 

判断基準の目安 
管理計画認定の基準 

管理規約 

 管理規約を作成していない、または

必要に応じた改正がされていない 

 

 管理規約が作成されている 

 管理規約にて下記について定めている 

 緊急時や管理上必要なときの専有部への立ち入り 

 修繕等の履歴情報の保管 

 管理組合の財務・管理に関する情報の提供 

管理組合の運営 

 管理者等が定められていない 

 総会を年に一回以上開催していない 

 区分所有者名簿を作成していない、

または適切に保管していない 

 管理者等および監事が定められている 

 集会が年一回以上開催されている 

管理組合の経理 

 管理費と修繕積立金の区分経理およ

び適正管理がされていない 

 

 管理費と修繕積立金の区分経理がされている 

 修繕積立金会計から他の会計への充当がされていない 

 直前の事業年度の終了の日時点における修繕積立金の

三ヶ月以上の滞納額が全体の一割以内である 

長期修繕計画の作成及び見直し等 

 長期修繕計画を作成していない、ま

たは定期的な見直しがされていない 

 修繕積立金を積み立てていない 

 

 長期修繕計画が「長期修繕計画標準様式」に準拠し作

成され、長期修繕計画の内容及びこれに基づき算定さ

れた修繕積立金額が総会で決議されている 

 長期修繕計画が 7 年以内に作成または見直しがされて

いる 

 長期修繕計画の計画期間が 30 年以上で、かつ、残存

期間内に大規模修繕工事が 2 回以上含まれていること 

 長期修繕計画において将来の一時金の徴収を予定して

いない 

 長期修繕計画の計画期間全体での修繕積立金の総額か

ら算定された修繕積立金の平均額が著しく低額でない 

 計画期間の最終年度において、借入金の残高のない計

画となっていること 

その他 

  組合員名簿、居住者名簿を備え、年 1 回以上の内容確

認が行われている 
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【参考】 

法第五条の二 

 都道府県等は、マンション管理適正化指針に即し、管理組合の管理者等（管理者等が置かれ

ていないときは、当該管理組合を構成するマンションの区分所有者等。事項において同じ。）に

対し、マンションの管理の適正化を図るために必要な助言及び指導をすることができる。 

２ 都道府県知事（市又は第百四条の二第一項の規定により同項に規定するマンション管理適

正化推進行政事務を処理する町村の区域内にあっては、それぞれの長。以下、「都道府県知事

等」という。）は、管理組合の運営がマンションの管理適正化指針に照らして著しく不適切であ

ることを把握したときは、当該管理組合の管理者等に対し、マンション管理適正化指針に即し

たマンションの管理を行うよう勧告することができる。 

 

法第五条の三 

 管理組合の管理者等は、国土交通省令で定めるところにより、当該管理組合によるマンショ

ンの管理に関する計画（以下、「管理計画」という。）を作成し、マンション管理適正化推進計

画を作成した都道府県等の長（以下、「計画作成都道府県知事等」という。）の認定を申請する

ことができる。 

２ 管理計画には、次に掲げる事項を記載しなければならない。 

一 当該マンションの修繕その他の管理の方法 

二 当該マンションの修繕その他の管理に係る資金計画 

三 当該マンションの管理組合の運営状況 

四 その他国土交通省令で定める事項 

  

法第五条の四 

 計画作成都道府県知事等は前条第一項の認定の申請があった場合において、当該申請に係る

管理計画が次に掲げる基準に適合すると認めるときは、その認定をすることができる。 

一 マンションの修繕その他の管理の方法が国土交通省令で定める基準に適合するものである

こと 

二 資金計画がマンションの修繕その他の管理を確実に遂行するために適切なものであること 

三 管理組合の運営の状況が国土交通省令で定める基準に適合するものであること 

四 その他マンション管理適正化指針及び都道府県マンション管理適正化指針に照らして適切

なものであること
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４ マンションの管理の適正化に向けた取組みと目標 

４ マンションの管理の適正化に向けた取組みと目標 

仙台市マンション管理適正化指針に基づき、マンションに関わる各主体の役割を明確にしたうえで、

「社会的資産としてのマンション」の適正な管理を推進していきます。 

４－１ マンションの適正な管理を推進する上での、各主体の役割 

(1) 管理組合および区分所有者の役割 

 マンションは私有財産の集合体であり、その管理の主体は、あくまでマンションの区分所有者等

で構成される管理組合です。管理組合は、国の基本方針や仙台市マンション管理適正化指針の定め

るところに留意して、マンションを適正に管理するよう自ら努めます。 

 マンションストックの高経年化が進む中、これらを可能な限り長く活用するよう努めることが重

要であり、管理組合は、自らの責任を自覚し、必要に応じて専門家の支援も得ながら、適切に管理

を行うとともに、国及び本市が講じる施策に協力するよう努めます。 

 マンションの区分所有者等は、管理組合の一員としての役割および修繕の必要性を十分認識して、

管理組合の運営に関心を持ち、積極的に参加する等、その役割を適切に果たすよう努めます。 

(2) 仙台市の役割 

 本市は、市内のマンションの管理状況等の実態把握に努め、仙台市マンション管理適正化指針な

らびに国の基本方針に基づき、計画的にマンションの管理の適正化の推進に関する施策を講じます。 

 また、マンション管理適正化法第三章に基づく管理計画認定制度を適切に運用することで、マン

ションの管理水準の維持向上と管理状況が市場において評価される環境整備を図ります。 

 さらに、マンション管理士等マンションの管理に関する専門的知識を有する者や関係団体と連携

し、管理実態の把握や効果的な施策の実施に努めます。 

 なお、維持管理が適正に行われなくなる恐れのあるマンションに対しては、仙台市マンション管

理適正化指針等に即し、必要に応じて助言、指導等を行うとともに、専門家を派遣するなど能動的

に関与していきます。 

(3) マンション管理士およびマンション管理業者等の役割 

 マンションの管理には専門的知識を要することが多いため、マンション管理士は、管理組合等か

らの相談に応じ、助言等の支援を適切に行うことが求められており、誠実にその業務を行います。 

 マンション管理業者は、管理組合から管理事務の委託を受けた場合には、誠実にその業務を行い

ます。 

 また、マンション管理士及びマンション管理業者は、本市からの求めに応じ、マンションの管理

の適正化の推進に向けて、必要な協力をするよう努めます。 

なお、分譲会社は、管理組合の立ち上げや運営の円滑化のため、分譲時に管理規約や長期修繕計

画、修繕積立金の金額等の案について適切に定めるとともに、これらの内容を購入者に対して説明

し理解を得るよう努めます。 
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４ マンションの管理の適正化に向けた取組みと目標 

４－２ 仙台市マンション管理適正化指針に基づく具体的な取組み 

 

取組みの体系 

視点１ マンションの社会的価値の持続・向上 

 マンションの維持管理に関する情報提供・啓発   【継続】 

 維持管理等に関する補助制度の周知     【継続】 

 関係団体と連携した相談体制の充実     【継続】 

 維持管理状況の把握      【継続・新規】 

 積極的な働きかけによる支援     【新規】 

 適正な維持管理を行う管理組合の認定    【新規】 

視点２ 管理の主体となる管理組合の体制維持・強化 

 管理組合の運営に関する情報提供・啓発    【継続】 

 関係団体と連携した相談体制の充実     【継続】 

 管理状況の把握       【継続】 

 積極的な働きかけによる支援     【新規】 

 適正な組合運営を行う管理組合の認定    【新規】 

視点３ 良好なコミュニティ形成 

 防災・減災に関する情報提供・啓発     【継続】 

 マンションの防災力向上の促進     【継続】 
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４ マンションの管理の適正化に向けた取組みと目標 

具体的な取り組み 

視点１ マンションの社会的価値の持続・向上 

 マンションの維持管理に関する情報提供・啓発 

マンションの管理に関するセミナーの開催 

○マンション管理基礎セミナー（年 2 回開催） 

マンション管理支援ネットワークせんだい・みやぎ構成団体に関する情報発信 

建物維持に関する情報 

○公益社団法人マンション管理センター 

 「みらいネット」「長期修繕計画作成・修繕積立金算出サービス」 

○独立行政法人住宅金融支援機構 

 「マンションすまい・る債」「マンション共用部分リフォーム融資」 

 維持管理等に関する補助制度の周知 

分譲マンション耐震化促進事業 

マンションの耐震化の取り組みの段階に合わせた支援の実施 

（耐震予備診断）（耐震精密診断補助金）（耐震改修工事補助金） 

 関係団体と連携した相談体制の充実 

マンション管理相談（月例窓口相談）  

（マンション管理士による月例相談（行政困りごと相談所）） 

管理に関する相談員派遣 

（分譲マンションの管理に関する相談員派遣事業） 

耐震化に関する相談員派遣 

（分譲マンション耐震化相談員派遣事業） 

 維持管理状況の把握 

仙台市定期報告制度の活用                        【新規】 

建築基準法に定められた法定点検の実施状況を活用し、マンションの建物維持状況の定期的な

把握を行います。 

関係団体等からの情報収集 

長期修繕計画未策定や修繕積立金の不足等、建物維持に課題を抱えるマンションに関する情報

を収集します 

 積極的な働きかけによる支援 

維持管理に課題を抱える管理組合への積極的な支援                【新規】 

維持管理状況に課題のある管理組合に対して、文書による通知や既存制度を活用した専門家の

派遣を実施します 

助言・指導・勧告の実施                            【新規】 

積極的な支援を受けても改善の見られないマンションに対しては、法に基づく助言、指導等を実
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４ マンションの管理の適正化に向けた取組みと目標 

施します。 

 適正な維持管理を行う管理組合の認定 

管理計画認定制度の運用                            【新規】 

仙台市マンション管理適正化指針に基づき、適正な管理を行う管理組合を認定する「管理計画認

定制度」を運用します。 

また、マンションの管理状況が市場で評価されることにより、中古市場の活性化やマンションの

管理水準の維持向上につながるよう、積極的な制度の周知を行い、管理計画認定制度の普及を図

ります。 

        

視点２ 管理の主体となる管理組合の体制維持・強化 

 管理組合の運営に関する情報提供・啓発 

マンションの管理に関するセミナーの開催【再掲】 

○マンション管理基礎セミナー（年 2 回開催） 

マンション管理支援ネットワークせんだい・みやぎ構成団体に関する情報発信 

管理状況の自己評価に関する情報 

○一般社団法人マンション管理業協会 

 「管理適正評価制度」 

○一般社団法人日本マンション管理士会連合会 

 「マンション管理適正化診断サービス」 

 関係団体と連携した相談体制の充実 

マンション管理相談（月例窓口相談）【再掲】 

（マンション管理士による月例相談（行政困りごと相談所）） 

管理に関する相談員派遣【再掲】 

（分譲マンションの管理に関する相談員派遣事業） 

 管理状況の把握 

マンション管理状況調査の実施 

市内のマンション管理状況を踏まえ、計画的にマンションの管理の適正化を推進するため、管理

組合を対象としたアンケート調査を定期的に実施します。 

関係団体等からの情報収集 

管理規約未策定や管理者の不在等、管理組合の運営に課題を抱えるマンションに関する情報を

収集します。 

 積極的な働きかけによる支援 

管理組合の運営に課題を抱える管理組合への積極的な支援【再掲】        【新規】 

管理組合の運営に課題があり、将来、マンションの適正な維持管理が困難になる恐れのある管理

組合に対して、文書による通知や既存制度を活用した専門家の派遣を実施します。 
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４ マンションの管理の適正化に向けた取組みと目標 

助言・指導・勧告の実施【再掲】                         【新規】 

積極的な支援を受けても改善の見られないマンションに対しては、法に基づく助言、指導等を実

施します。 

 適正な組合運営を行う管理組合の認定 

管理計画認定制度の運用【再掲】                         【新規】 

仙台市マンション管理適正化指針に基づき、適正な管理を行う管理組合を認定する「管理計画認

定制度」を運用します。 

また、マンションの管理状況が市場で評価されることにより、中古市場の活性化やマンションの

管理水準の維持向上につながるよう、積極的な制度の周知を行い、管理計画認定制度の普及を図

ります。 

 

視点３ 良好なコミュニティ形成 

 防災・減災に関する情報提供・啓発 

マンションの管理に関するセミナーの開催【再掲】 

○マンション管理基礎セミナー（年 2 回開催） 

防災・減災、地域コミュニティに関する情報提供・啓発 

「マンション防災マニュアル作成の手引き」や取り組み事例などの情報を発信することにより、

マンションの防災・減災について啓発を図ります。 

 マンションの防災力向上の促進 

マンションの実情を踏まえた防災マニュアル作成の推進 

（マンション防災マニュアル作成支援専門家派遣事業） 

防災・減災に取り組むマンションの認定 

（杜の都防災力向上マンション認定制度） 
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４ マンションの管理の適正化に向けた取組みと目標 

４－３ マンションの管理の適正化に関する目標 

指針に基づくマンションの適正な管理を推進するための取り組みの効果を評価するための目標値を

以下のとおり定めます。 

なお目標値は、本計画の最終年度である令和 12 年度におけるものとして設定しますが、中間期に実

施予定の管理状況調査の結果を踏まえた見直しを行うこととします。 

 

指 標 
現在 

2021(令和 3)年度 

本計画期間末 

2030(令和 12)年度 

 

視点 1 マンションの社会的価値の持続・向上 

長期修繕計画を作成している管理組合の割合 ８５.８％ ９５％ 

25 年以上の長期修繕計画に基づき修繕積立金を設定して

いる管理組合の割合 
４１.５％ ７５％ 

 

視点２ 主体となる管理組合の体制維持・強化 

本市の管理に関する相談員派遣事業を活用し、管理組合運

営の改善に取り組んでいる管理組合数 
４８組合 １４０組合 

 

視点３ 良好なコミュニティ形成 

自然災害を想定した自主防災組織を結成している管理組

合の割合 
２１.７％ ５０％ 
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５ 計画の推進に向けて 

５ 計画の推進に向けて 

 

 

５-１ マンションの管理の適正化に向けた意識の醸成 

マンションの適正な維持管理は、区分所有者が全員で構成する管理組合の主体的な取り組みにより 

行われるものですが、そのためには、区分所有者それぞれが将来起こりうる課題を認識し、自分事とし

て捉えることができるように、管理の適正化に向けた意識の醸成を図っていくことが必要です。 

 本市は、マンションの適正な維持管理の推進に向けて、区分所有者等に向けた本計画の周知により、

管理の重要性についての普及啓発に取り組みます。 

 

５-２ マンションの管理に関する関係団体との連携強化 

本市は、他自治体やマンションの管理に関わる関係団体で構成される「マンション管理支援ネットワ

ークせんだい・みやぎ」の一員として、各団体の協力のもと、マンションの管理組合が抱える課題の解

決に取り組んできました。 

 一方、マンションの高経年化が進む中、管理組合の運営に課題を抱えるマンションの増加が見込まれ

るとともに、建替え等再生に関する相談や省エネ、バリアフリー改修など、時代のニーズに合わせたマ

ンションの資産価値向上に向けた取組みへの支援など、専門家による支援のニーズは益々高まっていく

と予想されます。 

 このような多様なニーズにこたえるために、関係団体と連携をさらに強化し、有用な情報の提供や支

援制度の拡充等に取り組みます。 

  

５-３ マンションを巡る社会状況等の変化への柔軟な対応 

少子高齢化の進行や社会情勢の変化、暮らし方や働き方の多様化に伴い、区分所有者それぞれのニー

ズや価値観もこれまで以上に多様化し、それに合わせて、マンションを適正に管理していくための管理

組合の取り組みにも変化が求められることもあると予想されます。 

こうした状況の中においても、本市では、管理組合が求める支援に適切に対応し、将来にわたってマ

ンションの適正な維持管理が行われるよう、必要に応じて遅滞なく施策を見直すなど、柔軟に、かつ効

果的な施策展開を図っていきます。 

 

 

 


